
 

別表２ 学校給食センター再整備プラン検討表（ハード面)   

計画名称
プラン①

高機能大規模センター建設
２センター方式

プラン②
高機能中規模センターを２施設建設

３センター方式

プラン③
高機能小規模センターを５施設建設

６センター方式

プラン④
自校給食方式

施設のコンセプト
１２，０００食調理能力のセンターを建設

（４ラインによる調理方式）
東部を６，０００食調理能力に改修

６，０００食調理能力のセンター
２施設建設

東部を６，０００食調理能力に改修

３，０００食調理能力のセンターを
５施設建設

東部３，０００食調理能力に改修

市内４０校に給食室新設
（東部・西部ともに廃止）

計画期間
（事業着手から完了まで）

５年 ８年 １６年
約３０年

（３年間で4校に新設を想定）

建築工事費
（厨房機器を含む）
＊炊飯施設なし

４７．５億円
延床面積約６，０００㎡

５６．８億円
（２８．４億円×２か所）

1施設　延床面積約３，５００㎡

８５．５億円
（１７．１億円×５か所）

1施設　延床面積約２，０００㎡

１６０億円
（１施設４億×４０施設）
1施設　平均約500㎡

建設地
（用地取得費必要）

１か所取得
敷地面積　約１０，０００㎡

２か所取得
1カ所敷地面積　約７，０００㎡

５か所取得
1カ所敷地面積　約５，０００㎡

原則取得不要

配送コスト
（配送運賃＋管理費用）

配送時間

７，９０４万円
平均２５．７分（最短１９分、最長３４分）

７，９７８万円
平均２６．６分（最短１7分、最長３5分）

９，１３０万円
平均２２分（最短１２分、最長３３分）

配送費不要

職員構成
事務・栄養士・調理員

（県栄養士含む。）
    計１８４人 　　計１９６人 　　計２５８人 　合計３２９人

人件費
(概算　市費のみ）

約６．６億円 約７．１億円 約１０．８億円 約１５.９億円

東西センターの計画
西部（建築後20年）
東部（建築後12年）

西部は建築後2７年で廃止
東部は建築後1８年で大規模改修

西部は建築後３０年で廃止
東部は建築後２１年で大規模改修

西部は建築後３８年で廃止
東部は建築後２９年で大規模改修

西部・東部ともに
機能維持困難

高機能センターとは　…

給食センターの建設地　… 給食センターが建設できる用途地域は、原則、準工業地域・工業地域・工業専用区域に限られる。また、梓川倭地区計画区域内も建設可能である。

配送方法及び時間　…　

センターの大規模改修　…

　食材搬入から検収・調理・搬送までをワンウェイ動線とし効率的な調理を行うとともに、パススルー方式の食品の受渡しとすることにより高度な衛生管理を行うこと
ができる施設。また、調理においては、大量で多彩な調理が可能なスチームコンベクションオーブンなどの高機能調理器を備えた施設

車両１台につき、コンテナが最大６台積載可能。コンテナ数により、１台で１～２校に配送。センターから出発して、配送校にコンテナを下ろし終える時間までを配送時間
とする。

厨房機器や機械設備の耐用年数がおおむね15～20年であることから、建物も含め建築後20年を目途に改修する必要がある。大規模改修を実施することにより、約
20年の延命を図ることが可能となる。


